
法令遵守と全労働者の雇用 賃金の確保を求め要請書提出
働
く
も
の
の
団
結
で
生
活
と
権
利
を
守
り
、

平
和
と
民
主
主
義
、中
立
の
日
本
を
め
ざ
そ
う

人間らしく生きるために社会と人間の根本を学ぶ！

憲憲
法法
改改
悪悪
のの
動動
きき
、、恒恒
久久
派派
兵兵
にに
道道
開開
くく

憲
法
改
悪
の
動
き
、恒
久
派
兵
に
道
開
く

法法
案案
をを
みみ
んん
なな
のの
力力
でで
スス
トト
ッッ
ププ
！！

法
案
を
み
ん
な
の
力
で
ス
ト
ッ
プ
！

年 月 日 （第三種郵便物認可）第 号 （第三種郵便物認可）第 号 年 月 日

月

日
府
職
労
は
、
全
大

阪
労
働
組
合
総
連
合
（
大
阪
労

連
）
と
連
名
で
、
民
間
労
働
者

の
不
当
解
雇
を
助
長
す
る
副
知

事
発
言
を
抗
議
す
る
と
と
も
に
、

法
令
遵
守
と
全
労
働
者
の
雇

用
・
賃
金
の
確
保
を
求
め
る
要

請
書
を
橋
下
知
事
あ
て
に
提
出

し
ま
し
た
。

問
題
の
発
言
は

月

日
に

開
催
さ
れ
た
戦
略
本
部
会
議
で

の
木
村
副
知
事
の
発
言
で
す
。

議
事
録
に
よ
る
と
、
木
村
副
知

事
は
府
庁
の
人
員
問
題
に
関
連

し
て
「
公
務
員
組
織
は
民
間
と

違
い
、
職
員
を
強
制
的
に
辞
め

さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
、

民
間
労
働
者
で
あ
れ
ば
問
答
無

用
の
解
雇
が
可
能
で
あ
る
か
の

よ
う
な
発
言
を
行
い
ま
し
た
。

こ
の
発
言
は
、
行
政
の
ト
ッ

プ
が
労
働
法
を
理
解
せ
ず
、
法

令
遵
守
義
務
に
反
す
る
重
大
な

発
言
で
あ
る
と
と
も
に
、
不
況

を
口
実
と
し
た
違
法
な
解
雇
・

雇
止
め
を
行
政
が
追
認
す
る
に

等
し
い
も
の
で
す
。

府
職
労
、
大
阪
労
連
は
、
要

請
書
を
提
出
し
、
中
小
企
業
者

は
厳
し
い
状
況
の
な
か
で
も
必

死
に
雇
用
を
守
っ
て
い
る
こ
と

を
訴
え
、
労
基
法
が
あ
る
下
で

も
平
気
で
首
切
り
す
る
経
営
者

を
正
し
て
法
律
を
守
る
よ
う
指

導
す
る
の
が
大
阪
府
の
役
割
で

あ
る
こ
と
を
指
摘
し
ま
し
た
。

ま
た
、
府
民
に
誤
解
を
与
え
る

よ
う
な
表
現
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
掲
載
す
る
こ
と
は
、「
派
遣

切
り
」
が
大
き
な
社
会
問
題
に

な
っ
て
い
る
も
と
重
大
な
問
題

で
あ
る
こ
と
を
追
及
し
、
掲
載

部
分
を
直
ち
に
削
除
し
、
一
方

的
な
解
雇
は
違
法
で
あ
る
こ
と

を
周
知
す
る
と
と
も
に
、
一
方

的
な
解
雇
を
行
わ
な
い
よ
う
府

下
の
企
業
に
対
し
要
請
す
る
こ

と
を
強
く
求
め
ま
し
た
。
抗
議

後
、
問
題
発
言
は
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
か
ら
削
除
さ
れ
ま
し
た
。

地
方
分
権
で
求
め
ら
れ
る

の
は
住
民
自
治
の
促
進

政
府
は
、
基
礎
自
治
体
に
地

域
総
合
行
政
の
主
体
と
し
て
の

役
割
を
担
わ
せ
る
、
中
央
政
府

の
権
限
を
国
で
な
け
れ
ば
で
き

な
い
機
能
に
限
定
す
る
と
し
て
、

道
州
制
の
導
入
に
つ
い
て
本
格

的
な
検
討
を
行
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
こ
の
議
論
か
ら
は
、

住
民
自
治
や
広
域
自
治
体
、
国

に
よ
る
補
完
性
の
原
理
と
い
う

観
念
は
抜
け
落
ち
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
次
の
よ
う
な
問
題
が

あ
り
ま
す
。

基
本
的
人
権
の
保
障
や
所

得
再
配
分
に
か
か
わ
る
国
の
責

任
が
ど
の
よ
う
に
な
る
の
か
が

示
さ
れ
て
い
な
い
。
福
祉
は
、

市
町
村
民
税
で
と
い
う
こ
と
で

あ
ろ
う
か
。

府
県
事
務
を
市
町
村
と
道

州
に
振
り
分
け
る
と
い
う
議
論

に
は
、
住
民
の
現
実
の
生
活
圏

と
事
務
配
分
と
の
対
応
へ
の
考

慮
や
、
専
門
職
を
必
要
と
す
る

事
務
に
つ
き
市
町
村
で
持
続
可

能
な
体
制
を
と
り
え
る
か
に
つ

い
て
の
中
核
市
、
特
例
市
に
移

譲
さ
れ
た
事
務
で
の
検
証
も
な

い
。道

州
制
で
経
済
の
グ
ロ
ー

バ
ル
化
や
東
京
一
極
集
中
に
対

応
で
き
る
と
す
る
根
拠
が
不
明

で
あ
る
。
逆
に
住
民
の
文
化
的

統
合
に
依
拠
し
つ
つ
固
有
の
地

域
資
源
の
活
性
化
を
通
じ
て
産

業
の
育
成
を
図
る
に
は
府
県
制

と
住
民
自
治
の
強
化
こ
そ
が
求

め
ら
れ
る
の
で
は
な
い
か
。

国
家
機
関
へ
の
民
主
的
コ

ン
ト
ロ
ー
ル
の
強
化
と
い
う
意

味
で
分
権
化
を
考
え
る
な
ら
、

文
化
的
統
合
を
基
盤
に
自
治
の

主
体
と
し
て
の
能
力
を
備
え
た

都
道
府
県
な
い
し
そ
の
連
合
に

そ
の
事
務
を
移
譲
す
べ
き
で
は

な
い
か
。

市
町
村
・
府
県
の

領
域
と
住
民
生
活

平
成

年
の
国
勢
調
査
に
よ

れ
ば
、
市
域
外
に
就
労
し
て
い

る
人
は
全
国
平
均
で
、
就
業
者

の

・

％
、
就
学
者
の
う
ち

市
外
通
学
者
は

％
に
及
ん
で

い
ま
す
。
近
畿
で
み
る
と

・

％
、

％
で
す
。

こ
れ
に
対
し
て
、
県
外
に
就

労
し
て
い
る
人
は
全
国
平
均
で

就
業
者
の

・

％
、
就
学
者

の
う
ち
市
外
通
学
者
は

・

％
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。
相
対
的

に
高
い
近
畿
で
も

・

％
、

・

％
、
常
住
人
口
に
対
す

る
他
府
県
就
業
者
・
就
学
者
の

比
率
だ
と

％
で
、

％
は
府

県
内
を
日
常
的
な
活
動
領
域
と

し
て
い
ま
す
。

多
く
の
市
民
は
、
家
庭
生
活

は
居
住
地
を
中
心
に
営
み
、
付

加
価
値
創
造
へ
の
参
加
や
高
等

教
育
へ
の
参
加
は
府
県
域
内
で

行
っ
て
い
る
と
い
え
ま
す
。
こ

の
事
情
は
、
政
令
指
定
都
市
や

中
核
市
や
特
例
市
に
な
っ
た
か

ら
と
い
っ
て
変
わ
り
ま
せ
ん
。

こ
れ
は
、
地
域
産
業
振
興
、

広
域
交
通
、
職
業
訓
練
、
高
等

教
育
、
公
営
住
宅
、
広
域
的
な

環
境
問
題
、
地
域
総
合
医
療
体

制
の
整
備
な
ど
、
受
益
者
を
特

定
市
民
に
限
定
で
き
な
い
も
の
、

広
域
的
な
対
応
が
必
要
な
事
務

に
つ
い
て
は
市
民
自
治
に
限
界

が
あ
る
こ
と
、
こ
れ
に
対
し
て
、

一
般
に
府
県
に
は
こ
れ
ら
事
務

を
住
民
自
治
で
処
理
す
る
基
礎

が
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

（
府
職
労
財
政
研
究
会
代
表

横
溝
幸
徳
）

晴
天
に
恵
ま
れ
た

日
、
第

回
大
阪
メ
ー
デ
ー
が
扇
町
公

園
ほ
か
府
下

カ
所
で
開
催
さ

れ
、
約

万
人
の
労
働
者
が
メ

ー
デ
ー
に
参
加
し
ま
し
た
。
メ

ー
デ
ー
は

年
に
ア
メ

リ
カ
の
労
働
者
が

時
間
労
働

性
を
求
め
た
行
動
が
始
ま
り
で
、

現
在
は

カ
国
以
上
の
国
で
労

働
者
の
祭
り
の
日
と
決
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

今
年
の
メ
ー
デ
ー
は
、
昨
年

か
ら
の
大
企
業
な
ど
に
よ
る

「
派
遣
切
り
」
等
で
多
く
の
労

働
者
が
解
雇
さ
れ
、
ま
た
働
い

て
も
生
活
が
困
難
な
ワ
ー
キ
ン

グ
プ
ア
が
増
加
し
て
い
る
な
か
、

メ
ー
デ
ー
の
サ
ブ
ス
ロ
ー
ガ
ン

に
掲
げ
る
「
な
く
せ
失
業
と
貧

困
、
働
く
ル
ー
ル
の
確
立
、
労

働
時
間
短
縮
で
雇
用
の
拡
大

を
」
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る

情
勢
の
も
と
で
開
催
さ
れ
ま
し

た
。不

況
の
も
と
で
も
大
企
業
は

莫
大
な
内
部
留
保
金
を
溜
め
込

ん
で
い
ま
す
。
そ
の

％
程
度

を
取
り
崩
す
だ
け
で
、
労
働
者

の
雇
用
と
賃
金
は
守
ら
れ
ま
す
。

「
派
遣
切
り
」
さ
れ
た
非
正
規

労
働
者
が
、
労
働
組
合
を
結
成
、

ま
た
加
入
し
て
、
労
働
局
へ
の

訴
え
な
ど
運
動
を
展
開
し
、
直

接
雇
用
が
実
現
す
る
な
ど
、
運

動
に
よ
る
大
き
な
成
果
が
生
ま

れ
て
い
ま
す
。
労
働
者
が
「
モ

ノ
」
の
よ
う
に
扱
わ
れ
て
い
る

ル
ー
ル
な
き
労
働
実
態
の
改
善

と
大
企
業
に
社
会
的
な
責
任
を

果
た
さ
せ
る
こ
と
、
大
企
業
中

心
か
ら
国
民
本
位
の
政
治
、
経

済
に
転
換
す
る
こ
と
が
強
く
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

主
催
者
あ
い
さ
つ
に
た
っ
た

川
辺
実
行
委
員
長
（
大
阪
労
連

議
長
）
は
、「
貧
困
の
一
掃
と

政
治
変
革
の
大
運
動
を
展
開
し
、

広
範
な
国
民
と
の
共
同
の
た
た

か
い
と
結
び
つ
け
て
、
新
し
い

歴
史
を
つ
く
り
だ
そ
う
」
と
力

強
く
訴
え
ま
し
た
。
ま
た
、
国

会
情
勢
に
つ
い
て
日
本
共
産
党

の
吉
井
英
勝
衆
議
員
が
報
告
し

「（
今
こ
そ
）
ア
メ
リ
カ
い
い

な
り
、
大
企
業
利
益
第
一
主
義

の
誤
っ
た
自
公
政
治
を
大
本
か

ら
正
す
と
き
。
と
も
に
が
ん
ば

り
ま
し
ょ
う
」
と
訴
え
ま
し
た
。

デ
コ
レ
ー
シ
ョ
ン
、
プ
ラ
カ

ー
ド
の
コ
ン
テ
ス
ト
が
行
わ
れ
、

「
平
和
で
人
間
ら
し
く
働
け
る

国
政
・
府
政
に
変
え
よ
う
の
カ

エ
ル
」
プ
ラ
カ
ー
ド
で
参
加
し

た
府
職
労
女
性
部
が
プ
ラ
カ
ー

ド
部
門
で

位
と
な
り
ま
し
た
。

最
後
に
デ
モ
行
進
が
行
わ
れ
、

沿
道
か
ら
の
声
援
を
う
け
な
が

ら
、
雇
用
と
暮
ら
し
を
守
れ
と

怒
り
の
シ
ュ
プ
レ
ヒ
コ
ー
ル
を

響
き
わ
た
ら
せ
ま
し
た
。

一
つ
は
、
衆
議
院
で
採
決
が

強
行
さ
れ
た
「
海
賊
対
処
」
派

兵
法
案
で
す
。
ソ
マ
リ
ア
沖
で

海
賊
が
多
発
し
て
い
る
こ
と
を

口
実
に
し
て
自
衛
隊
派
兵
を
法

律
で
定
め
、
こ
れ
ま
で
の
期
限

や
地
理
的
な
制
限
も
加
え
ず
い

つ
で
も
ど
こ
で
も
世
界
中
に
派

兵
出
来
る
よ
う
に
し
よ
う
と
し

て
い
る
こ
と
で
す
。
さ
ら
に
は

「
武
力
行
使
」
を
こ
れ
ま
で
「
正

当
防
衛
・
緊
急
避
難
」
に
限
ら

れ
て
い
た
も
の
を
、「
任
務
遂

行
」
す
る
た
め
に
武
器
使
用
を

大
幅
に
緩
和
し
拡
大
し
て
い
ま

す
。
戦
後
は
じ
め
て
武
力
行
使

に
よ
る
「
殺
し
合
い
。
殺
さ
れ

る
」
事
態
を
招
き
、
戦
争
状
態

重
大
な
こ
と
は
、
民
主
党
が

「
修
正
案
」
を
提
出
し
ま
し
た

が
今
回
の
法
案
に
対
し
て
廃
案

を
求
め
る
の
で
は
な
く
自
衛
隊

派
兵
や
武
器
使
用
の
拡
大
す
る

こ
と
に
同
調
し
た
も
の
で
あ
り

政
府
・
与
党
を
支
援
す
る
も
の

で
す
。
恒
久
派
兵
に
道
開
く
動

き
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
外
交
努
力

や
民
生
支
援
こ
そ
が
問
題
解
決

す
る
方
向
で
は
な
い
で
し
ょ
う

か
。

き
を
強
め
て
く
る
で
し
ょ
う
。

私
た
ち
は
い
よ
い
よ
闘
い
の
正

念
場
を
迎
え
ま
す
が
、
世
界
の

流
れ
が
平
和
的
に
話
し
合
い
に

よ
り
物
事
を
解
決
す
る
国
々
が

今
日
主
流
に
な
っ
て
い
る
こ
と

に
確
信
を
持
ち
な
が
ら
「
九
条

の
会
」
を
広
げ
る
こ
と
や
平
和

運
動
へ
の
取
り
組
み
を
強
化
し

な
が
ら
改
憲
派
勢
力
を
追
い
込

み
、
憲
法
を
守
り
発
展
さ
せ
よ

う
で
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。

新規加入者、継続加入者の特典
）新規加入者、継続加入者の中から抽選で

特別賞 「 」または「 」 （ 名）
等 万円商品券 （ 名）
等 万円商品券 （ 名）
等 千円スルッとかんさい （ 名）

）新規加入者、追加加入者すべてに図書カードプレゼント
（ 件に付き 円）

例）セット共済 本人 配偶者 子ども 人
円 円の図書カード

例）火災共済 追加物件 件
円 円の図書カード

紹介者の特典
）新規加入者を迎えた紹介者に図書カードプレゼント
（ 件に付き 円）
ただし、組合員本人による家族の新規、火災の追加物件
は新規加入扱いとなり、紹介の対象となりません。

）新規加入者を迎えた紹介者の中から抽選で
万円商品券（ 名）
紹介された方が「新規加入」することが必要です。

今
国
会
で
は
、
自
衛
隊
の
恒
久
派
兵
や
憲
法
改
正
に
向
け
た
動
き
が
こ
の
一
カ
月
間
に

異
常
な
速
さ
で
与
党
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
民
主
党
を
巻
き
込
ん
で
事
態
が
進
ん
で
い
ま
す
。

武
器
使
用
を
大
幅
に
緩
和
し
拡
大

も
う
一
つ
は
「
憲
法
改
悪
」

に
向
け
た
動
き
が
急
浮
上
し
て

き
た
こ
と
で
す
。

年

月
に
自
民
・
公
明
が
強
行
し

改
憲
手
続
き
法
が
成
立
し
ま
し

た
。
そ
の
後
、
憲
法
審
査
会
が

衆
参
両
院
に
設
置
さ
れ
た
も
の

の
「
九
条
の
会
」
の
全
国
的
な

広
が
り
、
同
年

月
に
行
わ
れ

た
参
院
選
で
憲
法
改
正
を
公
約

に
掲
げ
た
安
倍
・
自
民
党
が
惨

敗
し
た
こ
と
で
一
度
も
開
か
れ

る
こ
と
が
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

こ
こ
に
き
て
改
憲
派
勢
力
は
国

民
投
票
法
施
行
一
年
前
に
し
て

「
こ
れ
以
上
憲
法
改
正
の
動
き

を
遅
ら
せ
る
こ
と
は
出
来
な

い
」
と
し
て
審
査
会
の
委
員
数

を

人
、
採
決
は
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大阪中央・総合教室（森之宮・関西勤労協会議室） 月 日より毎週火曜日
働くものの哲学教室（森之宮・関西勤労協会議室） 月 日より毎週水曜日
「資本論」入門教室 （森之宮・関西勤労協会議室） 月 日より毎週木曜日
「戦後日本史を学ぶ」日本近現代史教室

（森之宮・関西勤労協会議室） 月 日より毎週金曜日
人間らしく働き生きる堺教室（サンスクエア堺） 月 日より毎週木曜日
労働組合基礎教室・北摂（吹田）

（吹田市立勤労者会館） 月 日より毎週月曜日
労働組合基礎教室・北河内（守口・門真）

（守口市民会館） 月 日より毎週水曜日
憲法から働き方・暮らしを考える河南教室

（藤井寺市民会館・別館） 月 日より毎週金曜日

月より関西勤労者教育協会主催の労働学校が開校されます。開講
教室は下記の内容です。毎週 回・全 回、講義時間は 時 分から
時 分、受講料は各教室とも 円（テキスト代別）です。お問
い合わせ・申し込みはお近くの組合役員までお願いいたします。

自自治治労労連連セセッットト共共済済 火火災災共共済済自治労連セット共済 火災共済
継継続続 新新規規加加入入キキャャンンペペーーンン継続 新規加入キャンペーン

（ ）キャンペーン実施期間は、 年 月から 月末まで
（ ）対象者は、新規加入者、継続加入者、紹介者
（ ）特典

労働者の共済は、病気などで働けなくなった労働者を仲間の
労働者がお金を集め、その労働者と家族を支えたことが「共済
制度」の始まりです。
共済が「安い掛金」で「民間にはない保障」を実現できるの

は、助け合いの制度であり「もうける」必要がないからです。
あなたも是非、組合員同士の助け合いによる「労働組合の共

済」にご参加ください。

お問い合わせは、お近くの組合役員又は府職労書記局
（ ）まで

民民間間労労働働者者のの不不当当解解雇雇をを助助長長すするる民間労働者の不当解雇を助長する
副副知知事事発発言言にに抗抗議議！！副知事発言に抗議！

年 月 日
大阪府知事 橋下徹 様

全大阪労働組合総連合
議 長 川 辺 和 宏
全大阪労働組合総連合
部 会 長 長 島 和 眞
大阪府関係職員労働組合
執行委員長 平 井 賢 治

民間労働者の不当解雇を助長する副知事発言に抗議し、
法令遵守と全労働者の雇用・賃金の確保を求める要請書

月 日に開催された戦略本部会議の議事録によれば、木村副知事は府庁の人
員問題に関連して 公務員組織は民間と違い、職員を強制的に辞めさせることは
できない。」と、民間労働者であれば問答無用の解雇が可能であるかのような発
言を行っている。
この発言は、行政のトップが労働法を理解せず、法令遵守義務に反する重大な
発言であるとともに、不況を口実とした違法な解雇・雇止めを行政が追認するに
等しいものであり、府職労・大阪労連は断固として抗議し、発言の撤回を求める
ものである。
労働契約法第 条は、 客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であ

ると認められない場合は、その権利を濫用したものとして、無効とする。」と明
確に 強制的にやめさせる」ことを禁止している。不況による経営上の解雇にあ
っても、 整理解雇の 要件」が判例上確立しており、派遣や契約社員の場合も
簡単に解雇できないものであることは、副知事でなくとも当然理解しておくべき
常識である。
木村副知事は出身会社である関西電力の事例を持ち出し、 ピークカットのた
めに何ヶ月も前から人を雇って訓練し、ピークが終わったらやめてもらうなどの
工夫」を披露しているが、企業の都合でいつでも やめてもらう」部品としてし
か労働者を見ず、雇用の安定という最も緊急で切実な行政課題を放棄するものと
いわざるを得ない。しかも、この違法な見解に知事と大阪府の幹部が同席しなが
らそれを正すこともしないまま、ホームページに掲載していることは、府庁幹部
のコンプライアンスの姿勢そのものが問われる問題である。
今日、不況を口実とした大量の派遣切り、非正規切りをはじめ、府下の労働者
は深刻な雇用の危機にさらされている。こうしたときに、大阪府が果たすべき役
割は、大企業の横暴に歯止めをかけ、雇用の安定と賃金の確保にむけた社会的責
任を果たすよう指導と対策を徹底することである。府民の雇用と生活に責任を持
たずして、大阪府の発展も財政再建もありえない。
公務員労働者も民間労働者も非正規労働者も、全ての労働者はモノではない。
登録型派遣の禁止をはじめ、人間らしく働き、人間らしく生活できる最低限のル
ールを確立するために、大阪府が地方自治体として最大限の取り組みを行うこと
を求め、今回の問題について以下の要請を行うものである。

記
．民間労働者の首切りが自由であるかのような発言を撤回し、謝罪すること。
．問題の発言はホームページから削除し、一方的な解雇は違法であることを改
めて周知すること。
．一方的な解雇・雇止めを行わず、内需拡大のためにも賃金改善を行うよう、
府下企業へ改めて要請・働きかけを行うこと。

第第 回回第 回
大大阪阪メメーーデデーー大阪メーデー

豊能地区メーデー
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表 市民の他市依存度（資料 平成 年国勢調査）

平成 年
国勢調査

就業の県
外への依
存度

他県への
就学依存
度

県民生活
の他県依
存度

府県経済の
他府県人口
吸引力

他県での
就労人口
県民就
労人口

他県への
通学人口
就学人
口

活動の場を
他県とする
人口 常住
人口

昼間人口
中の県外
人口

全国 ％ ％ ％ ％
北海道 ％ ％ ％ ％
東北 ％ ％ ％ ％
北関東信越 ％ ％ ％ ％
南関東 ％ ％ ％ ％
中部 ％ ％ ％ ％
近畿 ％ ％ ％ ％
中国四国 ％ ％ ％ ％
九州 ％ ％ ％ ％
沖縄県 ％ ％ ％ ％

何
故
府
県
制
か
そ
の

ブロック
と府県

就業の市
外への依
存度

他市への
就学依存
度

市住民生
活の他市
依存度

他市での
就労人口
市民就
労人口

他市への
通学人口
就学人
口

昼間活動の
場を他市と
する人口
常住人

全国 ％ ％ ％
北海道 ％ ％ ％
東北 ％ ％ ％
北巻頭信越 ％ ％ ％
南関東 ％ ％ ％
中部 ％ ％ ％
近畿 ％ ％ ％
中国四国 ％ ％ ％
九州 ％ ％ ％
沖縄県 ％ ％ ％

市場化テストの問
題点を訴える奥西
府税支部執行委員

第第 期期関関西西労労働働学学校校 月月開開校校第 期関西労働学校 月開校
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